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人 事 委 員 会 規 則

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第20号

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規

則

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第 1条　職員の給与の支給等に関する規則（昭和31年高知県人事

委員会規則第 3号）の一部を次のように改正する。

第 5条第 1項の表知事部局の項 2種の欄中「地域防災監」及

び「ＩｏＰ推進監」を削り、

「工業技術センター所長」

　を

「工業技術センター所長

水産試験場長　　　　」

に改め、同項 3種の欄中「水産試験場長」を削る。

第 5条の 2第 1項の表中

　に改める。

（職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則の一

部改正）

第 2条　職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則

（令和 7年高知県人事委員会規則第 5号）の一部を次のように

改正する。

附則第 3項中第 7号を第 8号とし、第 4号から第 6号までを

1号ずつ繰り下げ、第 3号の次に次の 1号を加える。

( 4 )　10パーセント級地　100分の10

附則別表中

　に改める。

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第21号

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規

則

期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和38年高知県人事委員

会規則第31号）の一部を次のように改正する。

別表第 2の 1の表知事部局の項中「地域防災監」を削り、「地

域産業振興監」を「地域産業振興監（安芸地域担当、物部川地域

担当、高幡地域担当及び幡多地域担当に限る。）」に、

「中央児童相談所長　」

を

「中央児童相談所長

水産試験場長

中央東土木事務所長」

に改める。

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

公平委員会の事務委託市町村、一部事務組合及び広域連合の管

理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第22号

公平委員会の事務委託市町村、一部事務組合及び広域連

合の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規

則

公平委員会の事務委託市町村、一部事務組合及び広域連合の管

理職員等の範囲を定める規則（昭和41年高知県人事委員会規則第

18号）の一部を次のように改正する。

別表第 1須崎市教育委員会事務局の項中「課長」を「課長　推

進監」に改め、同表安田町教育委員会事務局の項中「教育次長」

を「教育次長　課長」に改め、同表本山町町長部局本庁の項中

「課長　室長」を「課長」に改め、同表いの町町長部局総合支所

の項中「課長　参事」を「課長」に改める。

別表第 3 中芸広域連合の項中「地域包括支援センター長」を

「参事　企画監」に改める。

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

3級地

3級地
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」

」

」
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特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第23号

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（昭和45年高知県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正

する。

別表第 1中

に改める。

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

を削る。

別表第 2中

を

高岡郡四万十町大正380

幡多郡大月町弘見2230

幡多郡大月町弘見2230

〃

「

「

「

」

」

」

産業政策課員駐在所

産業政策課員駐在所

大月町役場

産業政策課員駐在所

2級

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第24号

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（昭和45年高知県人事委員会規

則第34号）の一部を次のように改正する。

別表知事部局の本庁の項中「次長　地域防災監」を「次長」

に、「スポーツ振興監　ＩｏＰ推進監」を「スポーツ振興監」

に、

「秘書課のチーフ、主任、主幹、主査及び主事　　　　　　　」

を

「秘書課のチーフ、主任、主幹、主査及び主事

デジタル政策課のデジタル県庁及び調達最適化推進担当のチ

ーフ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改め、同表教育委員会の事務局の本庁の項中「教育次長　参

事」を「教育次長」に改める。

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する

規則をここに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第25号

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改

正する規則

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6年高知県

人事委員会規則第47号）の一部を次のように改正する。

第 9条の11第 2 項第 2号中「、条例第 9条の 2第 2項の規定に

よる請求にあっては 3歳に、同条第 3項の規定による請求にあっ

ては」を削る。

第13条第 1項の表16の項を次のように改める。

16　看護等

ア　職員の 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子

（配偶者の子を含む。

以下この項において同

じ。）が負傷若しくは

ア　一の年につき 5日（ 9歳に

達する日以後の最初の 3月31

日までの間にある子が 2人以

上の場合にあっては、10日）

を超えない範囲内でその都度

必要があると認める日又は時
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疾病等の事由による看

護（疾病の予防を図る

ために当該子に予防接

種又は健康診断を受け

させることを含む。）

若しくは学校保健安全

法（昭和33年法律第56

号）第20条の規定に基

づく学校の休業その他

これに準ずるものとし

て次に掲げる事由（以

下この項において「学

校 の 休 業 等 」 と い

う。）に伴う世話を必

要とする場合又は当該

子の教育若しくは保育

に係る行事のうち入

園、卒園若しくは入学

の式典その他これに準

ずる式典（以下この項

において「入園式等」

という。）への参加を

する場合において、当

該看護若しくは世話又

は入園式等への参加の

ため職員が勤務しない

ことが相当であると認

められるとき。

(ア)　学校保健安全法

第19条の規定に基づ

く出席停止

(イ)　児童福祉法第39

条第 1項に規定する

保育所、就学前の子

どもに関する教育、

保育等の総合的な提

供の推進に関する法

律（平成18年法律第

77号）第 2条第 6項

に規定する認定こど

も園その他の施設又

は児童福祉法第24条

第 2項に規定する家

庭的保育事業等その

他の事業における学

校保健安全法第20条

の規定に基づく学校

の休業に準ずる事由

又は(ア)に掲げる事

由に準ずるもの

イ　職員の配偶者並びに

二親等以内の血族及び

姻族（ 9歳に達する日

以後の最初の 3月31日

までの間にある子を除

く。）が負傷若しくは

疾病等の事由により看

護を必要とする場合に

おいて職員以外に看護

者がいないと認められ

るとき又は職員の中学

校就学の始期に達する

までの子（ 9歳に達す

る日以後の最初の 3月

31日までの間にある子

を除く。）が学校の休

業等に伴う世話を必要

とする場合において職

員以外に当該世話を行

う者がいないと認めら

れるとき若しくは当該

子に係る卒業の式典そ

の他これに準ずる式典

（以下この項において

「 卒 業 式 等 」 と い

う。）への参加をする

場合において当該卒業

式等への参加のため職

員が勤務しないことが

相当であると認められ

るとき。

ウ　ア又はイにより一の

年につき定められた期

間の全てについて承認

を受けた後、職員の中

学校就学の始期に達す

るまでの子が負傷若し

くは疾病等の事由によ

り看護（ 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子に

あっては、疾病の予防

を図るために当該子に

予防接種又は健康診断

を受けさせることを含

む。）を必要とする場

合において職員以外に

看護者がいないと認め

られるとき（ 9歳に達

する日以後の最初の 3

月31日までの間にある

子にあっては、当該看

護のため職員が勤務し

ないことが相当である

と認められるとき。）

若しくは当該子に係る

学校の休業等に伴う世

話を必要とする場合に

おいて職員以外に当該

世話を行う者がいない

と認められるとき又は

入園式等若しくは卒業

式等への参加をする場

合において当該入園式

等若しくは卒業式等へ

の参加のため職員が勤

務しないことが相当で

あると認められると

き。

間

イ　一の年につき 5日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間

ウ　一の年につき 2日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を

改正する規則をここに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第26号

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の

一部を改正する規則

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6

年高知県人事委員会規則第48号）の一部を次のように改正する。

第 8条の 7第 2項第 2号中「、条例第 9条第 2項の規定による

請求にあっては 3 歳に、同条第 3 項の規定による請求にあって
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は」を削る。

第12条第 1項の表16の項を次のように改める。

16　看護等

ア　職員の 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子

（配偶者の子を含む。

以下この項において同

じ。）が負傷若しくは

疾病等の事由による看

護（疾病の予防を図る

ために当該子に予防接

種又は健康診断を受け

させることを含む。）

若しくは学校保健安全

法（昭和33年法律第56

号）第20条の規定に基

づく学校の休業その他

これに準ずるものとし

て次に掲げる事由（以

下この項において「学

校 の 休 業 等 」 と い

う。）に伴う世話を必

要とする場合又は当該

子の教育若しくは保育

に係る行事のうち入

園、卒園若しくは入学

の式典その他これに準

ずる式典（以下この項

において「入園式等」

という。）への参加を

する場合において、当

該看護若しくは世話又

は入園式等への参加の

ため職員が勤務しない

ことが相当であると認

められるとき。

(ア)　学校保健安全法

第19条の規定に基づ

く出席停止

(イ)　児童福祉法第39

条第 1項に規定する

保育所、就学前の子

どもに関する教育、

ア　一の年につき 5日（ 9歳に

達する日以後の最初の 3月31

日までの間にある子が 2人以

上の場合にあっては、10日）

を超えない範囲内でその都度

必要があると認める日又は時

間

保育等の総合的な提

供の推進に関する法

律（平成18年法律第

77号）第 2条第 6項

に規定する認定こど

も園その他の施設又

は児童福祉法第24条

第 2項に規定する家

庭的保育事業等その

他の事業における学

校保健安全法第20条

の規定に基づく学校

の休業に準ずる事由

又は(ア)に掲げる事

由に準ずるもの

イ　職員の配偶者並びに

二親等以内の血族及び

姻族（ 9歳に達する日

以後の最初の 3月31日

までの間にある子を除

く。）が負傷若しくは

疾病等の事由により看

護を必要とする場合に

おいて職員以外に看護

者がいないと認められ

るとき又は職員の中学

校就学の始期に達する

までの子（ 9歳に達す

る日以後の最初の 3月

31日までの間にある子

を除く。）が学校の休

業等に伴う世話を必要

とする場合において職

員以外に当該世話を行

う者がいないと認めら

れるとき若しくは当該

子に係る卒業の式典そ

の他これに準ずる式典

（以下この項において

「 卒 業 式 等 」 と い

う。）への参加をする

場合において当該卒業

式等への参加のため職

員が勤務しないことが

相当であると認められ

るとき。

ウ　ア又はイにより一の

年につき定められた期

間の全てについて承認

を受けた後、職員の中

学校就学の始期に達す

るまでの子が負傷若し

くは疾病等の事由によ

り看護（ 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子に

あっては、疾病の予防

を図るために当該子に

予防接種又は健康診断

を受けさせることを含

む。）を必要とする場

合において職員以外に

看護者がいないと認め

られるとき（ 9歳に達

する日以後の最初の 3

月31日までの間にある

子にあっては、当該看

護のため職員が勤務し

ないことが相当である

と認められるとき。）

若しくは当該子に係る

学校の休業等に伴う世

話を必要とする場合に

おいて職員以外に当該

世話を行う者がいない

と認められるとき又は

入園式等若しくは卒業

式等への参加をする場

合において当該入園式

等若しくは卒業式等へ

の参加のため職員が勤

務しないことが相当で

あると認められると

き。

イ　一の年につき 5日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間

ウ　一の年につき 2日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間

附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正
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する規則をここに公布する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

高知県人事委員会規則第27号

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部

を改正する規則

警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成 6年高

知県人事委員会規則第49号）の一部を次のように改正する。

第 8条の11第 2 項第 2号中「、条例第 9条の 2第 2項の規定に

よる請求にあっては 3歳に、同条第 3項の規定による請求にあっ

ては」を削る。

第12条第 1項の表16の項を次のように改める。

16　看護等

ア　職員の 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子

（配偶者の子を含む。

以下この項において同

じ。）が負傷若しくは

疾病等の事由による看

護（疾病の予防を図る

ために当該子に予防接

種又は健康診断を受け

させることを含む。）

若しくは学校保健安全

法（昭和33年法律第56

号）第20条の規定に基

づく学校の休業その他

これに準ずるものとし

て次に掲げる事由（以

下この項において「学

校 の 休 業 等 」 と い

う。）に伴う世話を必

要とする場合又は当該

子の教育若しくは保育

に係る行事のうち入

園、卒園若しくは入学

の式典その他これに準

ずる式典（以下この項

において「入園式等」

という。）への参加を

する場合において、当

該看護若しくは世話又

は入園式等への参加の

ア　一の年につき 5日（ 9歳に

達する日以後の最初の 3月31

日までの間にある子が 2人以

上の場合にあっては、10日）

を超えない範囲内でその都度

必要があると認める日又は時

間

ため職員が勤務しない

ことが相当であると認

められるとき。

(ア)　学校保健安全法

第19条の規定に基づ

く出席停止

(イ)　児童福祉法第39

条第 1項に規定する

保育所、就学前の子

どもに関する教育、

保育等の総合的な提

供の推進に関する法

律（平成18年法律第

77号）第 2条第 6項

に規定する認定こど

も園その他の施設又

は児童福祉法第24条

第 2項に規定する家

庭的保育事業等その

他の事業における学

校保健安全法第20条

の規定に基づく学校

の休業に準ずる事由

又は(ア)に掲げる事

由に準ずるもの

イ　職員の配偶者並びに

二親等以内の血族及び

姻族（ 9歳に達する日

以後の最初の 3月31日

までの間にある子を除

く。）が負傷若しくは

疾病等の事由により看

護を必要とする場合に

おいて職員以外に看護

者がいないと認められ

るとき又は職員の中学

校就学の始期に達する

までの子（ 9歳に達す

る日以後の最初の 3月

31日までの間にある子

を除く。）が学校の休

業等に伴う世話を必要

とする場合において職

員以外に当該世話を行

う者がいないと認めら

れるとき若しくは当該

子に係る卒業の式典そ

の他これに準ずる式典

（以下この項において

「 卒 業 式 等 」 と い

う。）への参加をする

場合において当該卒業

式等への参加のため職

員が勤務しないことが

相当であると認められ

るとき。

ウ　ア又はイにより一の

年につき定められた期

間の全てについて承認

を受けた後、職員の中

学校就学の始期に達す

るまでの子が負傷若し

くは疾病等の事由によ

り看護（ 9歳に達する

日以後の最初の 3月31

日までの間にある子に

あっては、疾病の予防

を図るために当該子に

予防接種又は健康診断

を受けさせることを含

む。）を必要とする場

合において職員以外に

看護者がいないと認め

られるとき（ 9歳に達

する日以後の最初の 3

月31日までの間にある

子にあっては、当該看

護のため職員が勤務し

ないことが相当である

と認められるとき。）

若しくは当該子に係る

学校の休業等に伴う世

話を必要とする場合に

おいて職員以外に当該

世話を行う者がいない

と認められるとき又は

入園式等若しくは卒業

式等への参加をする場

合において当該入園式

等若しくは卒業式等へ

イ　一の年につき 5日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間

ウ　一の年につき 2日を超えな

い範囲内でその都度必要があ

ると認める日又は時間
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附　則

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

の参加のため職員が勤

務しないことが相当で

あると認められると

き。

人 事 委 員 会 告 示

高知県人事委員会告示第 3号

給料表別級別職務区分表（昭和32年11月高知県人事委員会告示第 1号）の一部を次のように改正

し、令和 7年 4月 1日から施行する。

令和 7年 3月28日（掲示済）

高知県人事委員会委員長　門田　純一

別表第 1 の 7 級の知事部局の項中「地域防災監」、「ＩｏＰ推進監」、「中央西福祉保健所

長」、「療育福祉センター長」、「中央児童相談所長」及び「中央東土木事務所長」を削り、同表

の 7級の項中

に改め、同表の 8級の知事部局の項中「地域防災監」を削り、

「幡多福祉保健所長　」

を

「中央西福祉保健所長

幡多福祉保健所長

療育福祉センター長

中央児童相談所長

中央東土木事務所長」

に改め、同表の 8級の項中

に改める。

　別表第 6の 5級の項中

「工業技術センター所長」

を

「工業技術センター所長

　水産試験場長　　　　」

議会事務局

監査委員事務局

教育委員会

教育委員会

議会事務局

監査委員事務局

「

「

「

「

を

を

」

」

」

」

事務局次長

教育次長

教育振興監

教育次長

教育振興監

事務局次長

事務局次長



高
　
　
知
　
　
県
　
　
公
　
　
報

号
外

第
3
5
号

令
和

7
年

4
月
1
8
日
（
金
曜
日
）
　

77

に改める。

　別表第 8の 6級の項中

「所長　」

を

「所長

　企画監」

に改める。
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